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イタリア社会保障における
「給付の自動性」の原則
小 島 晴 洋
1．はじめに
私が「給付の自動性」の原則に出会ったのは，1990年代に勉強会でイタ
リア社会保障法についてのペルシアーニの教科書1)を輪読していたときで
あった。行政官から研究者に転向したばかりの当時の私にとって，社会保
険における拠出・給付間の双務性・対価性を否定するその考え方は新鮮で
あり，魅力的であった。気付かないうちにその虜となっていた私は，その
後，年金に関する論稿の中で，拠出・給付間に関係がないことを前提とす
る記述を，ためらいなく繰り返した2)。その後，学界において社会保険に
おける対価性を積極的に評価する考えが多く示されてきたが3)，それにつ
1) Persiani, Mattia, Il diritto della previdenza sociale, 7a ed., CEDAM, 1993.
2) たとえば福祉系大学のテキストとして作成された堀勝洋編著（1999）『社会保障
論』建帛社では，「第2章年金保険制度」を担当したが，「公的年金はあくまで社会
保障制度の一つであるので，所得の喪失の保障をする「必要（ニーズ）」に対して
給付が行われる。それに対して，保険料の拠出は，社会連帯の義務として，租税と
同様に負担すべきものである」と記述した（110頁）。また，小島晴洋（2005）「社
会保険としての公的年金」日本財政法学会編『社会保険の財政法的検討』龍星出版，
35-57頁は，年金制度について拠出・給付間の関係の切断の可能性を論じたもので
あった。
3) 学界における議論をまとめたものとして，菊池馨実（2011）「社会保障法学にお
ける社会保険研究の歩みと現状」『社会保障研究』創刊第1号，119-137頁。
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いては常に強い違和感を覚えてきた。
その意味において，在外研究でこの原則について探究する機会を得たこ
とは，自らの研究のルーツを探すことでもあった。しかし，掘るほどにこ
のテーマは深く，そして広い。立法趣旨や沿革といった総論が，最終的に
はイタリア社会保障の特徴を，またひょっとして社会保障そのものの存在
意義をも射程に入れざるを得ない可能性がある一方で，具体的に適用する
に当たっての各論においてもさまざまな問題がある。
本稿は，さしあたり，日本に今までまったく紹介されていなかったこの
「給付の自動性」の原則について，その正確な紹介を意図したものである。
まず次節は，この原則の意義，沿革などについての基本的な記述である。
第3節では，立法趣旨として，この原則をめぐる，社会保障における拠
出・給付間の双務性・対価性に関するイタリアの議論について記述する。
次いで第4節においては，この原則の適用がもっとも問題となる年金制度
について，イタリアの問題状況を詳述する。最終節では，基本的事項に
限ったものであるが，日本との簡単な比較を試みた。
2．「給付の自動性」とは何か
（1）民法2116条
イタリア民法2116条は，「第2114条に規定する給付は，たとえ事業者が
社会保障および扶助の制度のために負担すべき拠出を正しく支払わなかっ
たときでも，労務提供者に支払われる。ただし，特別法の別段の定めがあ
るときは，この限りでない。」と規定する。また，その第2項は，「前項た
だし書きの規定により，拠出の不払いまたは不正規の払い込みのため，社
会保障および扶助の制度においてその負担すべき給付の全部または一部に
つき義務を負わない場合には，事業者はこれによって労務提供者に生じた
損害につき責めに任ずる。」と規定する。
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2114条に規定する給付とは，義務的な社会保障・扶助制度による給付，
すなわち一般に社会保障の給付を指す。また，民法2115条は，社会保障に
関する拠出の支払い義務は，労働者負担分も含めた全体について，事業者
が負う旨を定めている。この2116条は，事業者が拠出を正しく支払わな
かった場合でも，労働者が給付の支給要件を満たしさえすれば，給付が支
払われることを規定したものである。給付は拠出と切り離されて，当然
に・自動的に（automatico），行われるという意味で，民法2116条（とく
に第1項）は，「社会保障給付の自動性の原則（Principio dell’automaticità
delle prestazioni previdenziali）」と呼ばれる。
（2）沿革
自動性の原則の源流は，1917年8月23日代理委任立法1450号に遡るとい
われる4)。この法律は農業労働者の労働災害保険を創設したものであるが，
拠出の徴収を行う直接税徴税人（esattori）は，当時，「自らの危険と責任
において，徴収できなかったものは徴収したものと対処する」とされてい
た（1902年6月29日法律281号5条3項）。
明確な表現による自動性の原則は，1935年8月17日緊急法律勅令1765
号5)が，労災保険制度において，初めて規定した。この勅令は，労災の分
野において従来別々に運営されていた労災事故（infortuni）と職業病
（malattie professionali）を統一したものであったが，その22条において，
「事業主が第2章に定める義務［著者注：拠出義務を含む］を履行しない
場合でも，被保険者は…給付の権利を有する」との規定が設けられた6)。
4) Canavesi, Guido, “Contribuzione prescritta e automaticità delle prestazioni
nell’ordinamento italiano e nella dimensione comunitaria”, in Rivista giuridica del
lavoro e della previdenza sociale, 1992, fasci. 3, pp. 471-472. なお，「代理委任立法」の
イタリア語は，“decreto legislativo luogotenenziale”である。
5) Regio decreto legge 17 agosto 1935, n. 1765.
6) ただし，Balandi, Gian Guido, “Corporativismo e legislazione previdenziale negli
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さらに，社会保障給付に関する統一法典（1935年10月4日緊急法律勅令
1827号）の改正法として制定された1939年4月14日緊急法律勅令636号に
おいては，その27条が，「結核保険，失業保険および婚姻・出生保険の給
付の受給権のために定められている拠出の要件は，本法の規定に基づき拠
出が義務づけられていれば，その支払いが実際には行われなかった場合に
おいても，実現したものとする」と規定した。これは，結核，失業，婚
姻・出生の各制度について自動性の原則の適用を明らかにしたものである。
すなわち，この段階で，すでに実現していた労災と併せて，老齢・障害・
遺族給付（すなわち年金制度）以外の社会保障給付については，自動性の
原則が立法化されていた。
民法2116条（1942年）は，すでに個別法により規定され，このように事
実上社会保障のほとんどの分野で実現していた「自動性の仕組み」を，社
会保障全体に共通して適用される原則として規定したものであった。なお，
1943年1月11日法律138号11条3項では，疾病保険についても自動性の原
則が規定された。
3．立法趣旨
（1）立法者意思
イタリアの民法典（現行）は，1865年の民法典に代わり，ファシズム期
の1942年に制定された。それは，「もはや市民の個人主義的法典ではなく，
イタリア国民の社会的法典である」とされた7)。すなわち，民法典の前文
anni ’30”, in Rivista giuridica del lavoro e della previdenza sociale, 1981, III, p. 18による
と，労災保険を実施するための統一組織 INFAILを設立した1933年3月23日緊急法
律勅令264号において，すでに自動性の原則が実現していたという。
7) Ministro Guardasigilli, Relazione al libro del lavoro del Codice civile, 1a ed.
stereotipata dal testo ufficiale, Roma, Istituto poligrafico dello Stato, 1941, p. 5.
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には労働憲章（Carta del lavoro)8)が挿入されており，民法典は，協同体
国家体制（corporativismo）の経済の至高の原則を示す労働憲章の価値を，
実現するものであった9)。
社会保障に関する規範は，公法の領域に属するものであるが，協同体国
家体制の経済の観点からは，民法典に取り込んでも，その統一性を損なう
ものではない，と考えられた10)。ただし，弾力的な運用を必要とするので，
個別具体的な内容は特別法に譲り，基本原則のみを定めることとされた11)
（実際，2114-2117の計4条のみである）。2116条は，そのような一般的・
総則的な規定（norme generali）の1つであり，「唯一の拠出義務者たる
事業主が正しく拠出を支払わない場合には，大きな問題が生ずる。…労働
者の社会保障給付の受給権に回復不能の損害を与えたり給付を減少させた
りする可能性があるので，それを防止しなければならない」とする規定と
された12)。
（2）学説
自動性の原則の根源は，おもに社会保障の公法的性質から説明される。
すなわち，自動性の原則が最初に登場した労災保険制度においては，自動
性の原則に先立ち，使用者が民間労災保険を利用することが禁止され，労
災保険事業が公的制度によって独占されたが（1926年12月5日緊急法律勅
令2051号），これは私的契約関係を排除し，明確な公法関係を採用したも
8) 労働憲章は，国家ファシスト党の基本政策文書であり，1927年4月21日にファシ
ズム大評議会で承認された。官報（Gazetta Ufficiale）に掲載され，ファシズム期
には法的効力を持つとされた。社会保障については，26条において，「社会保障は，
協働の高い宣言である。労使は，その負担を分担する。国家は，組織によって調
整・統一に努める」旨が規定された。
9) Ministro Guardasigilli, 前掲注7), p. 3.
10) Ministro Guardasigilli, 前掲注7), p. 14.
11) Ministro Guardasigilli, 前掲注7), p. 15.
12) Ministro Guardasigilli, 前掲注7), p. 49.
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のと考えられた13)。また，結核，失業および婚姻・出生保険の給付におけ
る自動性の原則は1939年緊急法律勅令636号で採用されたが，先立つ統一
法典（1935年緊急法律勅令1827号）においては，当時の INFPS（全国フ
ァシスト社会保障機構）による給付を，私的保険の単なる一部門でなく，
公的な社会保障とすることが意図されていた14)。
ただし，自動性の原則（2116条）を含む社会保障関係条項の民法典にお
ける位置付けについては，批判的意見もある。第一に，「社会保障法典」
が必要なほどの独自の大きな領域を有する典型的な公法規範である社会保
障法を，わずか4条文に縮小して民法典の「企業内労働（il lavoro nell’im-
presa）」の章に位置付けることは，すなわち社会保障を古風な従属労働関
係の枠内に閉じ込めることに他ならない，という指摘である15)。また，民
法典は，社会保障関係条項に先立ち，まず契約各論の「保険」の節におい
て，「社会保険（assicurazioni sociali）は，特別法によって規律される。
それがない場合は，本節の規定が適用される」（1886条）と規定するが，
それは，むしろ社会保障における保険原理の復活であり，社会保障を一般
民事法の枠内に閉じ込めたものである，とも指摘されている16)。1942年と
13) Cherubini, Arnaldo, “Note sulle assicurazioni sociali gestite dell’INAIL e dell’INPS
nel periodo 1923-1945”, in Previdenza Sociale, 1972, pp. 20-26.
14) Cherubini, 前掲注13), pp. 30-31. さらにいえば，1934年3月1日勅令766号にお
いて“previdenza sociale”（社会保障）という新語が用いられたが，これは，私的
保険の影響を排除し，統一的な公的制度とする趣旨であったとされる。なお，
“previdenza sociale”を本稿では「社会保障」としているが，これは制度的には個
別の社会保険（assicurazione sociale）各制度の総称であり，「社会保険」「所得保
障」などと訳されることもある。詳しくは，小島晴洋・小谷眞男他（2009）『現代
イタリアの社会保障』旬報社，60-63頁，中益陽子（2007）「イタリアの医療保障・
保健制度」菅野和夫他編『友愛と法－山口浩一郎先生古稀記念論集』信山社，296
頁。
15) Cabibbo, Emanuele, “La previdenza sociale nel codice civile”, in La Rivista italiana
di previdenza sociale, 1948, pp. 11-13.
16) Balandi, 前掲注6), pp. 23-24.
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いう時代の立法における規定は，やはりそのような矛盾をはらんでいたも
のと思われる。
現在では，多くの論説があるが17)，自動性の原則についての学説の共通
理解としては，次の2点を指摘することができる。第一に，自動性の原則
は，社会保障の公的性質・社会的目的から，事業主による拠出の欠如・不
足という本来的でない関係の存在する場合においても，そのリスクを労働
者に負わせず，社会的保護を実現しようとするものである。そして，第二
に，自動性の原則により，社会保障法関係は私的保険の契約関係と区別さ
れ，給付（prestazione）と拠出（contributo）の間の双務性・対価性が否
定ないし克服される。
自動性の原則にとくに重要な含意を見出す見解としては，1947年のイタ
リア共和国憲法（38条）以前に社会保障の機能を明確にした意義を指摘す
るもの18)，自動性の原則は労働法関係とは分離された社会保障法関係の形
成を認めたものである，とする見解19)などがある。
（3）拠出・給付間の双務性・対価性
自動性の原則により，社会保障の給付と拠出の間では，双務性（sinal-
lagma）や対価性（corrispettività）が否定されるものとされる。たとえば，
代表的かつ古典的な民法コンメンタールは次のように記述する：「自動性
の原則によって，拠出と給付の間の本来の真正な双務関係は，成立しなく
なった。保険の伝統的な三者関係（保険者，保険契約者，被保険者）は，
17) 各注で引用するもののほか，Marinelli, Vincenza Marina, “Automaticità delle
prestazioni nel diritto della sicurezza sociale”, in Digesto, delle Discipline Privatistiche,
sezione Commerciale, Aggiornamento 4, 2008, pp. 18-28など。
18) Canavesi, 前掲注4), p. 466.
19) Avio, Alberto, Della previdenza e dell’assistenza (Artt. 2114-2117), in Il Codice Civile
Comentario (a cura di Piero Schlesinger e Francesco Donato Busnelli), Giuffrè, 2112, p.
63.
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独立した2つの関係，すなわち，拠出を目的とした使用者・社会保障機関
の関係と，給付を目的とした社会保障機関・労働者の関係，に取って代わ
られた｣20)。
しかし，社会保障法関係における双務性・対価性をどのように理解する
かに関しては必ずしも見解の一致が見られるわけではなく，その違いに応
じて，自動性の原則の意義・位置付けについても，見解の相違が見られる。
まず，現代イタリアの代表的な社会保障法理論家であるペルシアーニ
（Persiani, Mattia）は，次のように論じる21)。
給付義務と拠出義務の間の双務性には，2つの義務の間の相互依存関係
としての「発生的双務性（sinallagma genetico）」と，一方の義務の履行
が他方の義務の履行と結びつけられているという意味での「機能的双務性
（sinallagma funzionale）」がある。
通常の双務契約においては，お互いの利益が他方に従属している。対価
性とは2つのエゴイズムを前提とするものであり，互いの利益の追求が調
和点を見出すことが，相互的な因果関係による正当化の関係，すなわち発
生的双務性である。つまり，利益の調和点が欠けている場合には，発生的
双務性も存在しない。社会保障の実現は公的な利益であり，給付は受給者
個人の利益にも適合するが，その目的は公的な利益の実現である。他方で
拠出は，財源を確保するためのものであり，その目的はやはり公的な利益
の実現である。拠出義務と給付義務は，ともに当事者の利益ではなく，そ
れとは別の，より上位の利益，社会保障の実現という公的な利益を目的と
したものであり，結果として，互いの利益の追求が調和点を見出すことは
20) Riva-Sanseverino, Luisa, Libro quinto - Del Lavoro, 6.ta ed., in Commentario al Codice
civile (a cura di Antonio Scialoja e Giuseppe Branca), Zanichelli - Del Foro Italiano,
1986, p. 565.
21) Persiani, Mattia, Il sistema giuridico della previdenza sociale, CEDAM, 1960
(Ristampa anastatica con un saggio itroduttivo, CEDAM, 2010), pp. 88-110.
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あり得ない。ゆえに，拠出義務と給付義務の間の発生的双務性は，いかな
る形でも存在しない。
機能的双務性も，その不存在は本来的に発生的双務性の不存在から明ら
かであるが，拠出と給付の間になんらかの関連性を見出すとしたら，それ
は財政的な関係に尽きる。社会保障における拠出義務は，もっぱら社会保
障機関の財政運営の均衡を保つ必要から生じているものであり，給付の財
政的基礎を保障するためのものである。社会保障システム全体としては，
拠出関係は給付関係に対して手段的機能（funzionalità strumentale）の関
係にある。それは，給付を行うための手段として，必要な財源を確保する
機能を有するからである。社会保障の拠出は，時として給付に比例的であ
るとしても，「対価」とは考えられ得ない。
ペルシアーニにおいては，拠出・給付間の双務性・対価性はもともと存
在せず，かくして自動性の原則は，「社会保障給付と拠出の間の対価性の
不存在を確認（confermare）｣22)するものとされるのである。
この見解は，近年，破毀院（最高裁）判決によっても採用され，支配的
見解になりつつあるように見える。すなわち，破毀院民事連合部（Corte
di Cassazione, sezioni unite civili）は，2003年6月27日判決10232号23)にお
いて，1943年法律138号6条2項に基づく疾病手当（indennità di malattia）
について，事業主が法律または労働協約に基づき一定レベル以上の給付を
行う場合には INPS（全国社会保障機構）による給付は行われないが，
「その場合においても事業主による当該給付に対応する拠出義務は免除さ
れない」と判示した。これは，過去において存在していた破毀院労働部判
決における対立状況を解消したものであったが，その後の破毀院判決では
本判決と同旨の判断が連続し，最高裁の立場はほぼ固まったかに見られる。
この判決の中で最高裁は，自動性の原則などを示しつつ，社会保障は連
22) Persiani, Mattia, Diritto della previdenza sociale, 19a. ed., CEDAM, 2012, p.49.
23) Il Foro Italiano, 2004, I, p. 818.
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帯原則（principio di solidarietà）を基礎とするものであり，対価的な義務
の概念ないし双務性の概念は，制度を代表させるに不十分なものとなって
いる，とした上で，「拠出と給付の間には，相互的な因果関係による正当
化の関係は存在しない」と明確に述べているのである。
このような見解に対しては，チネッリ（Cinelli, Maurizio）が明確な批
判を展開している。彼は，この破毀院判決を批判する論文の中で次のよう
に述べる24)。
いわく，社会保険は，公的な性格を否定できないとしても，歴史的に
ずっと私法システムの水路上（alveo del sistema del diritto privato）を動い
てきたものであった。民法1886条にいうように，明確な法規定がない場合
には，私的保険に関する法規定が適用されるべきである。そして，「発生
的な対価性の制約（vincolo di corrispettività genetica）」は，なお社会保険
システムの特徴というべきである。確かに判決の指摘するように，①給付
は拠出に必ずしも比例しない，②一部の制度では国庫負担，すなわち一般
的連帯が恒常化している，③自動性の原則など，拠出と給付の無関係な制
度が複数存在する。しかし，これらは，社会保険から，原則という点にお
いて「発生的対価性（corrispettività genetica）」を排除するにはなお不十
分であり，対価性の制約が制限・排除されるのは，せいぜい「機能的対価
性（corrispettività funzionale）」においてである，と考えるべきである。
チネッリは自動性の原則については明確に述べていないが25)，この考え
に立てば，「自動性の原則が社会保険の構造に与えた基本的な結果は，拠
24) Cinelli, Maurizio, “Solidarietà senza limiti? Ovvero: pagare i contributi di malattia
(con aggiunta), senza usufruire delle rilative prestazioni“, in Rivista del Diritto della
Sicurezza Sociale, 2005/1, p. 77-80.
25) 彼は，別稿において，自動性の原則は絶対的な価値を持つものではないとしつつ，
「自動性の原則によって認められた拠出義務と受給権の間の双務的関係の不存在は，
拠出と給付とがまったく無関係であることを意味するものではない」と述べている
（Cinelli, Maurizio, Il rapporto previdenziale, 2a. ed., il Mulino, 2011, pp. 70-74）。
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出と給付の間の対価関係の克服（superamento）であった。少なくとも
『機能的対価関係』は克服されたということができるが，『発生的対価関
係』なお継続しているという考えもあり得る｣26)ということになろう。
（4）自動性の原則の適用範囲
自動性の原則は，従属労働者（lavoratore subordinato)27)を対象とする
社会保障制度にのみ適用される。すなわち，独立労働者（lavoratore
autonomo）を対象とする制度28)や専門資格職（leberi professionisti）を対
象とする制度29)には，明示の規定がない限り適用されない。破毀院もその
旨を判示する（2002年7月1日判決9525号，2003年5月15日判決7602号，
2003年8月26日判決12517号）。直接の根拠は，2116条が民法典労働編の
「企業内労働（Del lavoro nell’impresa）」の章に規定されていることによ
る30)。
自動性の原則が独立労働者に適用されない実質的な根拠は，通常，自己
責任（autoresponsabilità）と説明される31)。独立労働者は，拠出義務も自
26) Canavesi, Guido, “Art. 2116, Libro Quinto Del Lavoro”, in Tomo I Artt. 2060-2361,
Codice Civile Annotato con la dottorina e la giurisprudenza (a cura di Giovanni
Perlingieri), Edizioni Scentifiche Italiane, 2010, p. 334.
27) 日本式にいえば被用者のこと。これに対して，日本式にいえば自営業者を，「独
立労働者」という。中益陽子（2001）「公的年金制度の被保険者の範囲に関する一
考察─イタリアの老齢年金制度における独立労働者制度の発展─」『本郷法政紀要』
10号，364-365頁。
28) 主要なものとして，農業労働者（agricoli），手工業労働者（artigiani），商業労働
者（commercianti）を対象とする年金制度がある。いずれも INPSが運営する。
29) 代表的なものとして，医師，弁護士，建築士，公証人などがあり，資格職名簿に
登録される。それぞれについて，独自の社会保障実施機関が存在する。
30) 労災保険については，1997年12月27日法律449号59条19項が，独立労働者に対す
る自動性の原則の適用を明示的に排除する規定を設けたが，これは確認的意味を有
するものと解されている。Cinelli, 前掲注25)，p. 70.
31) Cinelli, 前掲注25)，p. 70.
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らが負うからである。拠出・給付間の双務性・対価性を否定するペルシア
ーニのような立場からの，この問題についての明確な言及は見つけること
ができなかったが，おそらくは，財政均衡の必要性を主要な理由付けとす
ることになるのであろう。すなわち，社会保障機関の財政運営の均衡を保
つためには拠出義務が確実に果たされる必要があるが，そのためには，拠
出義務と給付受給権が同一人に帰する独立労働者制度の場合には，給付の
ために拠出を条件付けることが効果的ないし必要である，というものと思
われる。
なお，この問題に関しては，「連携的・継続的協働関係の労働者（lavor-
atore con contratto di collaborazione coordinata e continuativa）｣32)ないし
「プロジェクト労働者（lavoratore a progetto）」の取扱いが近年の争点にな
っている。これらの労働者は，1995年法律335号2条26-32項に基づき，い
わゆる準従属労働者（lavoratore parasubordinato）として，INPS 独立労
働者年金制度内に設けられた「別個の制度（gestione separata）」の対象と
された。これらの労働者に関する拠出は，労働者1/3・発注者（委託者）
2/3の負担であるが，労働者負担分を含めてすべての拠出義務を負うのは
発注者である（1996年5月2日労働社会保障省令281号1条）。拠出の不履
行によって労働者の給付受給権が脅かされる状況は従属労働者と同様であ
るため，学説には自動性の原則を適用すべきとの意見が強い33)。INPSは
適用しない取扱いを継続しているが，下級審レベルでは，最近，適用を認
32) 他人の事業組織と継続的に連携しながら協働者が自ら事業を遂行する労働形態を
いう。委員会構成員，ジャーナリスト，観光ガイド，語学教師，興行関係者などの
一部が該当する。経済的には従属性を有しているものの，法的には独立労働の一種
と位置づけられる。2003年9月10日委任立法276号は，これをプロジェクト労働と
位置付け，一定の保護を与えた。大内伸哉（2005）「イタリアの労働事情」財団法
人日本 ILO協会編『欧米の社会労働事情』財団法人日本 ILO協会，191頁。
33) Canavesi, Guido, “Effettività della tutela previdenziale delle collaborazioni
coordinate e continuative e pricipio di automaticità delle prestazioni”, in Argomenti di
Diritto del Lavoro, 1/2008, pp. 55-74.
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める裁判例も出現している（ベルガモ地方裁判所2013年12月12日判決941
号）。
なお，自動性の原則が適用されるのは，法律に基づく義務的な社会保障
制度に限られる。任意加入の補足的な制度には適用されない34)。たとえば，
1993年委任立法124号に基づく補足的年金制度（pensione complemen-
tare)35)には，適用されないものとされている。
4．年金制度における自動性の原則
（1）民法典における当初の立法趣旨
自動性の原則を規定する民法2116条は，ただし書きによって特別法によ
る例外を認めている。その趣旨について，民法典の編者は，「…他方では，
社会保障機関の利益も守らなければならない。その財政の均衡は，徴収し
た拠出と支給すべき給付との関係に立脚しており，事前に厳格な保険数理
計算によって定められているからである」と述べている36)。すなわち立法
者は，2116条にただし書きを置くことによって，相反する2つの要求を両
立させようとした。1つは，労働者の権利を使用者の行為から守ることで
あり，もう1つは，社会保障機関の利益（財政の均衡）を守ることである。
このただし書きに該当すべき制度は，当初から老齢・障害・遺族給付制
度（prestazioni di vecchiaia, invalidità e superstiti. 以下，年金制度という）
が想定されていた37)。すでに述べたように，民法典立法当時には，年金制
34) Canavesi, 前掲注26), p. 336-337. Avio, 前掲注19), p. 184-185.
35) 小島・小谷他，前掲注14），137-139頁。
36) Ministro Guardasigilli, 前掲注7), p. 49.
37) Ministro Guardasigilli, 前掲注7), p. 49-50は，ただし書きに該当する例として，
INPFS（INPSの前身）による給付を挙げている。すなわち，同一の機関（INPFS）
が支給する給付であっても，失業，結核，結婚・出産については自動性の原則が適
用されるが，老齢・障害・遺族については適用されない，としている。
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度以外の社会保障給付については，すでに個別法において自動性の原則が
適用される旨の明文規定が存在していたが，年金制度については規定され
ていなかった。年金の給付と拠出との関係，そしてその長期的な性格から，
年金制度について財政の均衡が重要であることは当然と考えられていたの
である38)。
（2）解釈による適用除外
民法2116条の条文を素直に読めば，自動性の原則の適用を排除するため
には，特別法によって規定することが必要である。すなわち，年金制度を
除外するためには，年金制度について民法2116条本文が「適用されない」
旨の規定が必要と考えるのが素直である。しかしこの点に関しては，民法
典の登場後も特段の立法はなされず，従来通りの状況が継続していた。す
なわち，年金以外の制度については自動性の原則が「適用される」という
明文規定が存在し，年金制度についてのみ「適用される」という明文規定
が存在しない状態である。そしてその状態のまま，長期にわたり，事実上，
年金制度は自動性の原則の適用から排除されてきたのである。
その解釈は，学説の批判を受けながらも，2つの事実によって強化・確
認されていた。第一は1962年8月12日法律1338号13条による終身定期金方
式の損害救済制度の導入であり，第二は一連の破毀院判決である。
まず終身定期金（rendita vitalizia）であるが，これは事業主による拠出
不履行によって INPSからの年金が労働者に支払われない場合に，原則と
して事業主が原資をあらためて INPSに拠出することによって，失われた
年金相当の終身定期金を，INPSから労働者に支払う制度である39)。年金
制度に自動性の原則が適用されず，労働者の年金受給権の全部または一部
38) Zangari, Guido, “Del Lavoro (Artt. 2115-2134)”, in Libro V Tomo Primo, Commen-
tario del Codice Civile, UTET, 1993, p. 708.
39) この制度については，別稿を用意したい。
38 専修法学論集 第123号
が失われることがあることを前提とした制度ということができる。
（3） 破毀院判決
まず破毀院民事部1967年8月4日判決2075号40)は，INPSの一般義務年
金制度について，特段の理由を示さず，自動性の原則は適用されないと判
示した。この事件は，労働者側が事業主に対して民法2116条2項に基づい
て損害賠償を求めた事案であったが，判決は，まず，「自動性の原則が働
く場面においては，拠出義務の不履行は労働者の損害の原因とはならない
ので，仮に審査の結果給付機関が支給を拒んだとしても，事業主は労働者
に対してはすべての責任を免れる」とした上，年金制度では自動性の原則
が働かないので，事業主は民法2116条2項に基づいて「形成されたはずの
給付額，すなわち失われた年金相当額」の賠償義務があるとしたのである。
ここでは，特段の理由が示されないまま，INPSの一般義務年金制度にお
ける自動性の原則の適用が否定されている。
次いで破毀院は，INPS一般義務年金制度以外の個別基金年金制度41)に
ついて，やはり自動性の原則の適用を否定する判断を，複数の判決で示し
た。これらの一連の判決によって，年金制度には原則として自動性の原則
は適用されないという解釈は，破毀院の判例として固まった。なお，これ
らの一連の判決の時点においては，INPS一般義務年金制度については，
1969年の法改正によってすでに「部分的」な自動性の原則の適用が規定さ
れていた（後述）。そのため，未だ「部分的」にも自動性の原則の規定が
設けられていなかった個別制度において，訴訟が提起されたものである。
40) Previdenza Sociale, 1968, p. 814.
41) イタリアの年金においては，複数の制度が分立している。最大のものは INPSに
よる一般義務年金制度であるが，歴史的に個別職域における個別基金による特別な
年金制度が多数存在していた。それらの制度も，現在は，INPSへの一元化が進行
している。詳しくは，小島・小谷他，前掲注14），124-128頁。
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主要な判例中の最初のものは，ガス特別基金制度（Fondo speciale gas.
1955年7月1日法律638号）に関する1978年2月13日労働部判決685号42)で
あった。この判決において破毀院は，「社会保険制度においては，明示的
に除外されている場合を除き，一般的に通常，また客観的かつ本質的な必
要により（per esigenze oggettive e sostanziali），拠出と保険給付との間の
必要な関係をないがしろにすることができない」として，制度を規定する
根拠法において明示的に自動性の原則が規定されていない限り，自動性の
原則は適用されないと判示した。結論として，INPS一般義務年金制度に
「部分的」な自動性の原則が規定されているとはいえ，そのような規定が
ないガス特別制度においては，自動性の原則は適用されないとしたのであ
る。続いて同年4月17日労働部判決1814号43)において，消費税職員特別基
金制度（Fondo dipendenti imposte di consumo. 1952年6月6日法律736号）
についても同旨を判示した。
破毀院の考え方の法文上の根拠は，年金制度に関する法規定では年金受
給権が「支払われた拠出（contribuzione versata）」に条件付けられている，
というものであった。たとえば，一般義務年金制度における老齢年金の支
給要件を定める条文（1939年緊急法律勅令636号9条）では，支払った
（versati）拠出が180月以上などと定められていたのである。
1992年4月7日判決4236号44)（徴税職員特別基金制度）においては，
1978年以来の多くの判決を引用の上，「確定判例が解釈するとおり，民法
2116条で一般的に宣言されている社会保障給付の自動性の原則は，特別法
による制度が，それに関して明示的に規定し，必要な財政的手当てをする
ことにより，それに従っている場合にのみ適用される」と判示した。破毀
42) Giustizia Civile, 1978, I, p. 882.
43) Giustizia Civile, 1978, I, p. 1229.
44) Repertorio generale annuale - Foro italiano, 1992, voce Previdenza e assistenza
sociale, n. 408.
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院においては，年金制度に関する限り，民法2116条の原則と例外の逆転が
確定判例となっていたのである。
（4） 1969年改正による「部分的」自動性の原則の導入
「明文規定がない限り自動性の原則の適用はない」という解釈が固まり
つつあった段階において，INPSの一般義務年金制度については，1つの
妥協的な立法が行われた。1969年4月30日法律153号である。この改正は，
労働組合側のイニシアティヴに基づいて年金給付の大幅な拡充を行ったい
わゆるブロドリーニ（Brodolini）改革の一環をなす主要立法であったが45)，
その40条において，年金制度についても自動性に関する規定が設けられ
た46)。ただし，その内容は「10年の拠出債権消滅時効期間内に限り，拠出
が実現したものとする」というものであり，これは「部分的な自動性
（automaticità parziale）」と呼ばれた。
さらに1972年6月30日緊急法律命令267号23条の3において，この部分
的な自動性の原則の適用によって実現したものとされる拠出は，受給権の
取得のためだけでなく，給付額の算定のためにも有効である旨が規定され
た47)。
自動性の原則の適用を拠出債権の消滅時効の期間内のものに限定した趣
45) その内容は，給付額の算定を報酬方式とする，年功年金の創設，物価スライドの
導入などであり，1995年法律335号による改革（ディーニ改革）以前の制度の基本
構造を形成するものであった。Maneschi, A., “Revisione e modifiche dell’ordinamen-
to pensionistico dell’Istituto nazionale della previdenza sociale”, in La rivista italiana di
previdenza sociale, 1969, pp. 601-649.
46) 具体的には，もともと年金以外で自動性の原則を明文で規定していた1939年緊急
法律勅令636号27条に，年金制度に関する1項が追加された。
47) 具体的には，1969法律153号40条と同様に，1939年緊急法律勅令636号27条にさら
に1項が追加された。ただし，運用については必ずしも立法の意図が実現されず，
多くの問題が生じた。Miscione, M., “L’automaticità delle prestazioni”, in Lavoro e
Diritto, 1987, pp. 357-367.
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旨は，INPSの財政への配慮であった。すなわち，事業主の拠出不履行に
よる財政リスクは，自動性の原則によって労働者から INPSに移転するこ
とになるが，拠出債権の消滅時効の満了前であれば，INPSはなおその拠
出を徴収することが可能であり，リスクを回避することが可能であるから
である48)。
なお，拠出債権の消滅時効は，1969年法律153号41条において，従来の
5年（1935年緊急法律勅令1827号55条）から10年に延長されたものであっ
た。部分的な自動性の原則の導入と同時の改正であり，「部分的」とはい
え，10年間という適用範囲は労働者にかなり有利なものであった。
（5）その後の立法による拡大
1992年には，事業主の破産手続などの場合に，時効が完成しているもの
も含めて，すべての拠出を「拠出されたものとみなす」ことができる旨の
立法が行われた（1990年法律428号48条に基づく1992年1月27日委任立法
80号3条1項）。これは本来，EU指令1980年987号が使用者の破産等の場
合の労働者の保護について加盟国に義務づけていた内容を実現するための
立法であり，イタリアは1989年2月2日 EU裁判所判決22/1987号におい
て，その実現を命じられていたものであった。
具体的には次のように規定された：「時効が完成した期間に係る事業主
による拠出不履行によって，その債権の全部または一部が履行されないま
まの労働者は，所管の社会保障機関に対して，受給権の取得または支給額
の算定のために，不履行で時効消滅した拠出を，拠出されたものと見なす
べきことを請求することができる」。これは，破産等の場合に限るもので
あるが，自動性の原則を，時効の壁を越えて拡大したものと評価できるも
のであった49)。
48) Canavesi, 前掲注26), p. 338.
49) Canavesi, 前掲注4), pp. 480-496.
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1995年法律335号（ディーニ改革）においては，個別基金年金制度につ
いて INPS一般義務年金制度とその内容を均一化していく「整合化（ar-
monizzazione）」が規定されたが（2条22・23項），その措置の一環として，
個別基金年金制度においても順次，「部分的」自動性の原則が規定され
た50)。ただし，この改革では，拠出債権の消滅時効の10年から5年への短
縮も行われた（3条9項)51)。
（6）1997年憲法裁判決による判例変更
1997年に至り，憲法裁判所の判決によって，従来の破毀院による判例は
覆された。すなわち憲法裁判所は，1997年12月5日判決374号52)において，
自動性の原則について，「特別法による制度がそれに適合する限りにおい
て適用される」という破毀院判例を引用した被告 INPSの主張を排し，民
法2116条の表現のとおり，「特別法の別段の定めがない限り」適用される，
と判示したのである。この判決によって，破毀院判例による「原則と例外
の逆転」は元に戻された。
事案は，転職した労働者について，INPSにおける事業主の拠出不履行
に係る期間を，INPDAP（公共企業体職員年金制度）の拠出期間として統
合できるかが問題とされたものであった。労働者側は，その期間に係る原
資部分を INPSから INPDAPに移管することを求めたが，INPSはそれを
拒否した。また INPDAPは，INPSからの原資移管がない限り拠出期間と
は認められないと主張した。これに対して憲法裁判所は，「旧機関におい
50) 1996年9月16日委任立法562号6条（電力基金），1997年4月24日委任立法164号
5条（航空基金）など。
51) ただし，労働者または遺族が，5年間の時効完成前に，事業主の拠出不履行の旨
を社会保障機関（INPSなど）に届け出た場合には，時効期間は引き続き10年のま
まとされる。運用について多くの問題が生じている。別稿を用意したい。
52) Rivista giuridica del lavoro e della previdenza sociale, 1998, n. 3, III Giurisprudenza, p.
390.
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て自動性の原則によって認められていた期間が，新機関に移行しないこと
はあり得ない」として，期間の統合を命じたが，その理由において，期間
の統合および原資の移管については自動性の原則を適用する旨の明文規定
はないが，適用を排除する規定がない限り自動性の原則が適用される，と
判示したものであった。
この判決によって，自動性の原則は，文字通り「原則としての地位」を
回復した。これにより，年金以外の分野における，自動性の原則を認める
明文規定は，確認的意味を有する規定と解されることになり，また，年金
制度については，INPS一般義務年金制度も個別基金年金制度も，「部分
的な」自動性を定める規定が，民法2116条1項ただし書きに基づく「特別
法の別段の定め」と解されることになった。破毀院も判例を変更し，「整
合化」により部分的自動性の原則が規定・施行される以前の個別基金年金
制度において事業主の拠出不履行があった期間について，時効にかかって
いない限り自動性の原則を認める判断を示した（2001年2月2日判決1460
号，2004年2月16日判決2905号）。
5．まとめにかえて
（1）日本における保険料納付不履行と給付の関係
労働者災害補償保険法においては，事業主が労災保険料を滞納していた
場合でも，労働者等は給付を受けることができる。この場合は，原則とし
て，保険給付を行った政府は，事業主から給付に要した費用を徴収する
（労働者災害補償保険法31条1項）。
健康保険法においては，保険料の滞納によって給付が影響を受けること
はない。これとは対照的に，国民健康保険法においては，保険料（税）の
滞納に関して，被保険者証の返還（国民健康保険法9条3項），給付の一
時差止め（同法63条の2）等の給付上の不利益が定められている。
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介護保険法においては，保険料を滞納している第一号被保険者について，
給付の支払方法の変更（事実上の現物給付方式の停止）（介護保険法66条），
給付の一時差止め（同法67条）などの不利益が定められている。給付の一
時差止めは，国民健康保険の被保険者である第二号被保険者が国民健康保
険料（税）を滞納している場合にも行われる（同法68条）。
厚生年金保険法においては，保険料の滞納自体から被保険者の不利益が
発生することはないが，「保険料を徴収する権利が時効によって消滅した
ときは，当該保険料に係る被保険者であった期間に基く保険給付は，行わ
ない」（厚生年金保険法75条本文）。すなわち，老齢厚生年金額の算定にあ
たって，その期間は被保険者期間とされないことになる。また，その期間
は国民年金法上の保険料納付済期間にもならないので（国民年金法附則7
条の2前段），基礎年金給付や，資格期間を満たさない場合には年金受給
権そのものにも影響を及ぼすことがある。その者の配偶者が第三号被保険
者の場合には，その期間は当該第三号被保険者についても保険料納付済期
間とはされない（同条後段)53)。
保険料の滞納はあるが，未だ徴収権が時効消滅していない期間について
の給付はどうだろうか。この点，厚生年金保険法の規定は必ずしも自明で
ない。時効消滅していなくても，保険料納付が実際に行われない限り，給
付に反映されないという解釈もありそうだからである。しかし，厚生年金
保険法において給付を定める基本要素は被保険者期間と標準報酬であるが
（たとえば厚生年金保険法42-43条），被保険者期間は被保険者資格の得喪
によって定まり（同法13-19条），また標準報酬も支払われた報酬によって
定まる（同法20-26条）。いずれも，保険料納付の履行・不履行の事実とは
関連づけられていない。関連性が想定される唯一の条文が前述の75条であ
るが，これは保険料徴収権が時効消滅した期間のみに係るものであり，か
53) 詳細は，小島晴洋（2014）「企業」『社会保障研究』第3号，96-100頁。
イタリア社会保障における「給付の自動性」の原則 45
つ，同条ただし書きは，事業主による届出（同法27条）や被保険者による
確認の請求（同法31条1項）があった後に保険料徴収権の時効消滅があっ
た場合には，同条本文の適用を除外しており，これは，徴収できたにもか
かわらず行わなかったという保険者側の不作為の結果による不利益を，被
保険者に負わせることが適当ではないからと考えられている54)。これらを
総合すると，未だ保険料徴収権が時効消滅していない期間については，実
際の保険料納付の有無に関わらず，給付に反映される（すなわち，その期
間に係る給付が受けられる）ものと考えられる。
最後に国民年金法においては，第一号被保険者が保険料を納付しなかっ
た期間は保険料納付済期間とされない。その結果，資格期間を満たさない
場合には年金受給権そのものに影響を及ぼし（国民年金法26条），また支
給要件は満たされても給付額に直接影響することになる（同法27条）。な
お，第二号および第三号被保険者については，その資格が直接に被用者年
金制度と連動しているので，前述の厚生年金保険法における取扱い（被用
者年金制度全体を代表する）が，そのまま当てはまる。
（2）イタリアと日本の比較
日本では，国民健康保険制度，介護保険の第一号被保険者そして国民年
金の第一号被保険者において，拠出（保険料納付）と給付の関係が直接的
であり，拠出の不履行は直ちに給付の不利益と結びつく。これらは，被保
険者が自ら拠出義務を負う制度である。その点，イタリアでも，拠出義務
を労働者自らが負う独立労働者等を対象とする制度においては，自動性の
原則が適用されないこととされているので，日本もイタリアもほぼ同様と
いうことができる。
次に，被用者を対象とする医療保険制度であるが，日本の健康保険制度
54) 小島，前掲注53)，98-99頁。
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（保険料納付義務者は事業主（健康保険法161条2項））では，拠出の不履
行が給付に影響することはない。これは，自動性の原則が適用されていた
イタリアの過去の疾病保険制度と同様ということができる（現在のイタリ
アの医療保障は，社会保険方式ではなく国民保健サービス制度である）。
労災保険も，保険料納付義務者は事業主であるが（労働保険の保険料の徴
収等に関する法律15条），拠出不履行と給付の関係は，日本・イタリアほ
ぼ同様といえそうである。
最後に，被用者を対象とする年金制度であるが，日本の厚生年金保険制
度（保険料納付義務者はやはり事業主（厚生年金保険法82条2項））につ
いても，イタリアの INPS一般義務年金制度などの従属労働者年金制度と，
ほぼ同様といえそうである。
すなわち，まず両者とも，拠出債権の時効消滅が年金給付に影響を及ぼ
す点で共通する（ただし，時効期間はイタリアの現行期間が原則5年なの
に対して，日本は2年である（厚生年金保険法92条1項））。イタリアでも，
拠出債権が時効消滅してしまった期間に関しては，自動性の原則が働かな
いからである（「部分的」自動性の原則）。日本では，厚生年金保険料は国
の債権として時効の援用を要せず，また時効の利益を放棄することができ
ないが（会計法31条1項），イタリアでも，時効完成後の拠出は認められ
ないので（1935年緊急法律勅令1827号55条2項，1995年法律335号3条9
項），その点でも同じである。結局，この期間に係る不履行部分は，日
本・イタリアとも，年金給付に反映されない。支給額の算定そして場合に
より受給権の取得自体にも，不利益をもたらすことになる55)。
55) 特別な救済制度が設けられている点においても，両国は共通する。イタリアの制
度は1962年法律1338号による終身定期金（前述）であり，日本では，「厚生年金保
険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律」（平成19年法律131号）によ
って，年金記録確認第三者委員会の手続による特例的な救済制度が設けられた。小
島，前掲注53），99-100頁。
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次に，未だ拠出債権が時効消滅していない期間についても，その期間に
係る給付が受けられる点において，日本・イタリアとも同様であると考え
られる。この点，イタリアでは自動性の原則が働くので明らかであるが，
日本の厚生年金保険法においても，前述のように，仮に保険料が納付され
ていなくても，徴収権が時効消滅していなければ，その期間に係る給付が
受けられるものと考えられる。
なお，以上の検討の前提として，当事者間の社会保険関係そのものの成
立の問題がある。事業主が労働者を使用すること自体の届出を行わないこ
ともあるからである。しかしこれについても，日本・イタリアは基本的に
同じである。日本では，被保険者資格は適用事業所に使用されるという客
観的事実に基づいて発生するものとされている（たとえば厚生年金保険法
9条)56)。イタリアにおいても，社会保険関係は，当事者の意思や特段の
行政処分等によるのでなく，法に定める条件（事実）の実現によって自動
的に成立するものとされている（社会保険関係の自動成立，automatica
costituzione del rapporto previdenziale)57)。すなわち，従属労働者について
は，雇用された時点で成立する。事業主の拠出義務も，その時点から発生
する。
（3）日本への示唆
イタリアにおいては，ペルシアーニや破毀院判決2003年10232号に見る
ように，自動性の原則も1つの契機となって，社会保障（社会保険）にお
ける拠出・給付間の双務性・対価性が否定される考えが強い。これに対し
て日本では，社会保険における拠出・給付間の対価性は，一般的な認識と
してはむしろほとんど自明とされ，法律学の世界においても，近年，ミー
56) 小島，前掲注53），89頁。
57) Cinelli, Maurizio, Diritto della previdenza sociale, 11a ed., Giappichelli, 2013, p. 239.
Persiani, 前掲注22), p. 96.
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ンズテストの排除や給付の「権利性」などの観点から，社会保険における
対価性を積極的に評価する考えが有力になりつつあるようである58)。
そのような正反対の認識にもかかわらず，前項で見たように，現実の法
制度は日本・イタリアともきわめて似通っている。
この問題の全容解明までには，残念ながらなお道程がある。本稿におい
ては，その検討の糸口たるべき切り口について，さしあたり指摘するに止
めたい。
第一は，自動性の原則が，日本においても潜在的に存在しているのでは
ないかという可能性である。前述のとおり，日本の厚生年金保険法におい
て給付を定める基本要素は被保険者期間と標準報酬であるが，被保険者期
間は被保険者資格の得喪によって，また標準報酬も支払われた報酬によっ
て定まり，いずれも保険料納付の事実とは関連づけられていない。その結
果，未だ拠出債権が時効消滅していない期間については，保険料が実際に
納付されていなくても，その期間に係る給付が受けられると解することが
できる。これは，結論においても考え方においても，イタリアにおける
「部分的自動性の原則」と，結局において同一である。すなわち，日本に
おいては，意識こそされていないが，各法について条文を子細に検討すれ
ば，実は「自動性の原則」が潜在的に存在しているといえるのではないか，
その可能性は否定できないものと思われる。
管見の限りでは，イタリア以外には，明確な形で自動性の原則のような
ものが存在している国はないようであるが，それが何を意味するのかも，
今後の課題としたい。
第二は，理解や議論の前提・出発点が両国において異なることである。
イタリアにおいては，出発点は従属労働者を対象とする制度であった。
そこでは，民法2115条に基づいて，拠出義務は労働者負担分を含めて事業
58) 岩村正彦（2001）『社会保障法 I』弘文堂，44頁，菊池馨実（2014）『社会保障
法』有斐閣，26-27頁。
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主に課されていた。社会保障における拠出・給付間の双務性・対価性の問
題も，当初から，「事業主の拠出義務」と「労働者の受給権」の関係とし
て議論されてきた。
これに対して日本では，拠出は被保険者が行うものと当初から観念され
てきているように見える。確かに被用者保険では，法律上は事業主に保険
料納付義務が課されている（健康保険法161条2項，厚生年金保険法82条
2項など）。しかしこれは，事務上の便宜や保険料の納付を確実にするた
めと考えられている59)。また，事業主も保険料を負担するのは，社会保険
の存在が事業主にも利益をもたらすため，また労働者の負担能力の不足を
補うため，などと説明される60)。拠出は事業主の義務であるにもかかわら
ず，拠出・給付間の対価性の議論の前提は，「被保険者（労働者）の保険
料負担」と「被保険者の受給権」であることが，無意識に当然のこととし
て想定されているかのようである。
第三は，自動性の原則はあくまで法解釈の基準ないし「制度運営の基
準」にとどまるか，それとも「制度設計の基準」にもなり得るかという問
題である。
イタリアにおいては，ペルシアーニの議論やとくに破毀院2003年10232
号判決は，自動性の原則が単なる解釈の基準にとどまらず，社会保障制度
を構築するに当たっての「制度設計の基準」にもなり得ることを示唆する。
しかし他方で，1995年法律335号による年金制度の「ディーニ改革」は，
年金支給額の算定方式を，現役時代の報酬をもとにする「報酬額方式」か
ら，拠出額をもとにする「拠出額方式」に変更したものであり，制度設計
の観点からいえば拠出・給付間の関係を強化したといえるものであった。
破毀院判決に対するチネッリの反論は，自動性の原則は制度設計の基準と
はならない旨を主張しているとも解することができる。
59) 小島，前掲注53)，91頁，およびそこに引用されている各文献を参照されたい。
60) 堀勝洋（2004）『社会保障法総論〔第2版〕』東京大学出版会，58-59頁。
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これに対して日本では，仮に「潜在的な自動性の原則の存在」が認めら
れたとしても，それを「制度設計の基準」とすることには，大きな抵抗が
予想されると思われる。たとえば国民年金の第三号被保険者制度は，形の
上では拠出・給付間の関係を切断したものであったが，立法当初において
も「夫の厚生年金の保険料の中に妻の国民年金の保険料分も含まれてい
る」と説明され61)，後にその旨が法律にも明記された（厚生年金保険法78
条の13）。それにもかかわらず，なお批判の集中砲火を浴び続けているの
である。
自動性の原則の検討は，連帯原則などと相まって，社会保障の原理その
ものの検討をも突きつけているように思われる。
※本研究は，平成24年度専修大学長期在外研究員の成果である。
61) 吉原健二（1987）『新年金法─61年年金改革 解説と資料』全国社会保険協会連
合会，136頁。
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